居住支援法人の変更認可申請手続きに係る提出書類（福岡県）
法…………………住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律
法施行規則………住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則
福岡県審査基準…福岡県住宅確保要配慮者居住支援法人指定審査基準
■変更認可申請
	提出書類
	ﾁｪｯｸ欄

	１
	【法第61条第１項関係】
	

	1 
	変更認可申請書（参考様式第12号）
代表者職名は、登記事項証明書上の役職と一致させてください。
	

	２
	【法施行規則第43条第2項第一号関係】
	

	2 
	支援業務の実施に関する計画（参考様式第2号）
　新たに行う業務内容について記載してください。
	

	３
	【法施行規則第43条第2項第二号関係】
	

	3 
	申請日の属する事業年度の前事業年度の財産目録及び貸借対照表
	

	４
	【法施行規則第43条第2項第三号関係】
	

	4 
	法人の定款（定款に位置付けのある事業と、行おうとする支援業務の内容が整合している必要があります）
	

	５
	【法施行規則第43条第2項第四号関係】
	

	5 
	申請に係る意思の決定を証する書類（意思決定の過程が分かる議事録等）
	

	６
	【法施行規則第43条第2項第五号関係】
	

	6 
	役員の氏名及び略歴を記載した書類（参考様式第５号別紙）
	

	７
	【法施行規則第43条第2項第六号関係】
	

	7 
	現に行っている業務の概要を記載した書類（参考様式第３号）
	

	８
	【法施行規則第43条第2項第七号関係】（福岡県審査基準２の（１）関係）
	

	8 
	認可を受けようとする支援業務について、同種・類似の業務の運営実績が3年以上あることを示す書類（参考様式第４号及びその根拠資料）。根拠資料としては、活動記録や、事業に係る契約書の写し等が考えられます。
	

	９
	【法施行規則第43条第2項第七号関係】（福岡県審査基準２の（２）関係）
	

	9 
	法人の年間事業費が分かる書類（直近２期分の損益計算書等）

当期純利益が計上されていることを確認するための書類です。
	

	10
	【法施行規則第43条第2項第七号関係】（福岡県審査基準３及び５の（１）関係）
	

	10 
	役員等が、福岡県住宅確保要配慮者居住支援法人指定審査基準の３の各号に掲げる者に該当しない旨の誓約書（参考様式第５号）
	

	11
	【法第64条第1項第一号関係】
	

	11 
	債務保証業務規程に係る認可申請書（参考様式第７号）
	

	12
	【法第64条第1項第二号関係】
	

	12 
	残置物処理業務業務規程に係る認可申請書（参考様式第13号）
	

	13
	【その他】
	

	13 
	国HP掲載情報入力票
記載内容は、セーフティネット住宅情報提供システム（国HP）に掲載されます。以下のホームページで公表している「居住支援法人一覧」を参考に記載してください。
こちらの書類は、後ほど電子データでのご提出をお願いする場合があります。

https://www.safetynet-jutaku.jp/guest/index.php
	

	14
	【その他】
	

	14 
	福岡県HP掲載情報入力票
記入いただいた内容は、県民向けに福岡県のホームページ等に掲載します。以下の福岡県のホームページで公表しているものを参考にご記載ください。
こちらの書類は、後ほど電子データでのご提出をお願いする場合があります。
http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/shienhojin.html
	


その他、パンフレットや報告書等、法人の概要等が分かるものがあれば添付してください。
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